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研究成果の概要（和文）：本研究は、逆都市化時代に予測される課題を示し、その改善と持続可

能な都市圏実現のためにどのような地域計画が必要かを明らかにすることを目的とした。成果

として、①特に人口の安定と地域イノベーションに着目して、指標をもとに都市圏の特徴を明

らかにした。②定住自立圏等の地域政策の有効性を検証するとともに、都市構造に関わる意思

形成プロセスの構造化を試みた。③大都市圏郊外の計画手段を明らかにするとともに、地方都

市圏における地域計画の実践的提案を行った。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The objective of this research was to clarify predicted problems in the age of reverse 
urbanization and propose regional planning methods to form sustainable city-regions. 
First, we found out the features of city-regions focusing on population stabilization and 
innovative activities. Second, we reviewed the effectiveness of self-support settlement 
region framework policy and policy making process about urban structure. Third, we 
clarified the planning method in metropolitan suburban areas. Moreover, we proposed 
new regional visions and plans practically in some city-regions. 
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１．研究開始当初の背景 
 都市（圏）の持続可能性は、都市圏が次の
世代に安定的・発展的に受け継がれていくこ
とを意味するから、都市圏の評価視点として
妥当性を持つ。持続可能性の概念は、
Brundtland 報告（1987）以来、経済、環境、
社会的公平の 3指標によって構成されてきた。

しかし、研究代表者・分担者および連携研究
者は、逆都市化（人口減少化）に直面してい
る我が国の地域分析を基礎としたこれまで
の研究によって、持続可能性の概念を拡張し、
人口（自然・社会変化において人口が安定的
に維持されることが地域の持続に必要）、都
市構造（過密と過疎を避けた都市構造の存在
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が都市的な快適生活を保障する上で必要）の
指標を加えることが必要である上、社会的公
平には地域間格差縮小を含むことが重要と
考えるようになった。 
 
２．研究の目的 
持続可能性を、【A】経済発展・雇用機会の

安定的存在、【B】都市圏内社会的公平性及び
都市圏間公平性、【C】環境保全（地域・地球
環境への負荷が低い）、【D】人口の安定、【E】
暮らしやすい都市構造（土地利用と交通のバ
ランス）の 5つ（指標）が達成されている状
態とする。【B】に都市圏間の公平性を含め、
【D】、【E】を明示した従来概念の拡張である。
ケースとして取り上げる複数の都市圏にお
いて、これらの指標の変化および展望を示し、
逆都市化時代（人口減少時代）において予測
される状態を改善して、持続可能な都市圏を
実現するために都市圏規模と都市圏内部構
造に対してどのような計画的働きかけ（地域
計画）が必要かを明らかにすることを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
(1)都市圏の評価に関する内外の研究動向を
明らかにする：研究期間初期に、都市圏の持
続可能性の実証分析を中心テーマとしたレ
ビューを集中的に行い、最新の研究動向を明
らかにする。 
(2)異なる規模の都市圏における持続可能性
の変容と将来動向を明らかにする：持続可能
性の 5指標のこれまでの動向、将来予測、相
互関連を可能な限り定量的に示すことによ
って、各都市圏の持続可能性がどのような状
態にあるのかを推計・予測する。 
(3)持続可能性の危機に対応した都市圏政策
の有効性検証と制度論的検討を行う：上記に
客観的に示される都市圏の危機（計画課題）
に対応した都市圏、あるいは都市の既存計画
の有無を把握することによって、従来の諸計
画の有効性と改善するべき点を明らかにす
る。また、既存の制度を含めた多様な広域的
意思決定、政策実施の仕組みについてその長
短所を検討し、政策の実施主体としてどのよ
うな広域制度が望ましいのかを検討する。 
(4)持続可能な都市圏形成のための地域計画
の枠組みとその実現手法を示す：人口回復政
策の有効性や社会的公平を高めることに配
慮しつつ、持続性確保という観点から都市圏
の適正規模とそのあるべき方向（地域計画）
を示す。 
 
４．研究成果 
(1)国内外の都市持続性評価に関連する動向 
 まず、国連、OECD、EU などの国際機関にお
ける持続可能性指標のレビューを行った。次
に、”Sustainable Indicators”（S.Bell 他

著）、”Sustainable Indicators”（T.Hak 他編
著）、”Dimensions of the Sustainable City”
（M.Jenks 他編著）をレビューし、指標の役
割と政策との関連性、指標の種類と設計上の
留意点、DPSIR などの分析枠組みや持続可能
性 モ デ ル 、 AMOEBA や Dashboard of 
Sustainabilit 等の指標例、英国の都市への
適用事例を整理した。既存の指標は国および
都市単位の指標が中心で、都市圏を対象とし
た指標、合成指標は少ないことがわかった。 
 
(2)都市圏における持続可能性の変容と計画
課題 
①人口の安定の観点からみた都市圏の特徴 
 逆都市化の時代において、各都市の人口を
いかに維持し、活力と競争力を維持していく
のかは非常に重要な課題である。都市人口の
増減を考察する際、市町村単位の合計特殊出
生率だけではなく、都市圏単位でも見る必要
がある。そこで、都市雇用圏（金本ら、2002）
を用いて、各市町村の合計特殊出生率を都市
雇用圏単位で集計し、その経年の変遷（昭和
元年-平成 4 年、10-14 年、15-19 年）を見る
ことにより、人口維持ができている都市雇用
圏、特殊出生率が大幅に減少している都市雇
用圏を明らかにし、その背景について考察を
行った。 
 都市雇用圏別に集計し直した、合計特殊出
生率は、合計特殊出生率が北が低く、南が高
いという地域差があることから、緯度により
5 つのグループに分け、合計特殊出生率が高
く、かつ経年における減少幅が少ない都市雇
用圏、逆に合計特殊出生率が低く、かつ経年
における減少幅が大きい都市雇用圏を明ら
かにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 中心都市の緯度が35度台の都市雇用圏
の合計特殊出生率とその変化 

 
前者（人口安定都市雇用圏とする）としては、
主に自動車産業が発達している都市雇用圏、
工業が発達している都市雇用圏、各市町村が
際だった移住政策を持つ都市雇用圏、原発な
どのエネルギー施設を持つ都市雇用圏など
があげられる。逆に、後者の人口が安定して
いない都市雇用圏としては、際だった特徴は



 

 

見られないが、全体として中心都市ではなく
郊外都市で人口が安定していない、中心都市
および郊外都市で人口が安定していない傾
向があることが明らかになった。 
②経済・雇用の安定のためのイノベーション
活動の地域指標化及び変容 
持続可能な地域発展の経済的な面からは

今後イノベーション創出に関する地域の持
続可能性指標が必要となる。そこで、地域経
済に重要となるイノベーション活動につい
て OECD 共通で行われる全国イノベーション
調査を利用し、イノベーション生産額の指標
を算出し、地域別集計を行った。 
結果によると、地域のイノベーションの空

間的構造は非常に複雑であり、地域の生産人
口と緩やかな関係はあるものの、研究開発ポ
テンシャルとなる指標との関係は強かった
ため、研究開発機能がイノベーションにおい
て重要な資源であることが分かった。（図 2） 

図 2 イノベーションによる生産額の分布 
  
また、特許データの伸び率を集計し、地域

指標を算出した結果を示した。（図 3） 

図 3 共同特許の伸び率の分布 
一方で、イノベーション創出の重要なもの

となっているのがイノベーション・ネットワ
ークである。イノベーション・ネットワーク
を地域別に指標化するために、今回は、重要
な役割を果たしている機関の位置とクラス
タリングを行った。その結果、重要な役割を
果たしている機関は東海道コリドーに集ま
っており、大都市圏中心の集中が見られる。
一方、都市圏のように地理的な近接性に基づ
き、連続的な地域を形成しているところと、
それに左右されないところが抽出された。さ
らに都市圏によって特徴が異なっていた。こ
のような知見をもとに、持続可能な都市圏に
向けた計画における都市圏の捉え方にもネ

ットワーク概念を入れたものが必要となる。 
 
(3)都市圏政策の検証、意思形成の仕組み 
①地方都市圏における広域ガバナンスの実
証研究 
 人口減少時代において、人口の安定、産業
振興、雇用創出等に向けた広域政策の必要性
が指摘されている。複数の市町村に係る連携
の方法としては、まず合併するか合併しない
かに大別され、後者は、広域政策を行う主体
（共同組織）を設置する（連合）方法としな
い方法が考えられる。これまでは共同組織と
して、地方自治法に基づく事務組合や広域連
合など広域行政機構を設置した地域政策（広
域市町村圏など）が行われてきたが、必ずし
も有効に機能してこなかった。本研究では、
2007 年から検討・実施されている定住自立圏
構想を対象として、市町村が 1対 1 で協定を
結ぶことで圏域を形成する「緩やかな連携」
の効果と課題を分析・考察した。 
 定住自立圏は関係市町村の自発的・自主的
な取り組みを基盤としており、柔軟性が高い
反面、いかに連携体制を構築できるかが課題
であり、インセンティブを高めるための財政
支援も設けられている。実際の圏域の形成と
取り組みの内容をみると、県境を越えた圏域
や相互に重なる圏域が形成されており、定住
促進に重要な医療、産業振興、公共交通など
の分野での取り組みが多いが、土地利用分野
での取り組みは少ないことがわかった。 
 南信州、八戸圏域、幡多地域の 3 つの定住
自立圏を対象に、連携体制の構築プロセスを
分析した。広域ガバナンスの熟度に応じて、
中心市主導（南信州）、対等協議（八戸圏域）、
県主導（幡多地域）など多様なプロセスがみ
られたが、「緩やかな連携」では、中心市が
リーダーシップをとりつつも、事業や負担を
押し付けるのではなく、圏域全体を考える視
点から関係市町村との間で丁寧に協議して
いくことが重要であることが指摘できる。 
②都市圏政策の形成プロセスの分析 
多くの都市圏では、郊外化と中心市街地の

衰退傾向にあり、高齢化と人口減少時代を迎
え、暮らしやすさ、さらには環境保全に向け
て、どのような空間構造をどのような手段に
よって形成すべきかがあらためて重要な検
討事項となっている。 
都市圏政策の形成プロセスにおいては、

様々なアクター間の合意形成が求められる
が、利益的な対立に加え、合理的な見解の対
立が見受けられる。近年の事例としては、「ま
ちづくり三法」改正論議があるが、これにつ
いては、改正を支持する見解がある一方で、
反対する見解も存在した。そこで、まず「合
理的」な見解を構造化する手法を検討し、そ
れを用いて「まちづくり三法」改正論議を事
例に、様々なアクター(複数の学術分野、政策



 

 

担当者、事業者)の見解を構造化し、見解の違
いをもたらす要素や、見解の導出過程の特徴
の一端をとらえる事を試みた。 
アクターの見解の構造化に当たっては、見

解を構成するセンテンスの構造化と、センテ
ンス間の関係の構造化を行った。 
分析の結果、都市構造変容にかかわる問題

認識と手段選択に関する部分について、アク
ター間に対立がみられる一方、構造変容が生
起したメカニズム理解については対立がみ
られなかった。また、見解の対立は、その結
論の導出に用いられる事項に関する判断の
違いよりは、用いられる事項自体の違い(ア
クター間で導出に用いる事項が共有されな
い)に起因するものが多かった。また、結論
の導出に用いる事項の選択に、アクターの特
徴、とりわけアクターが有する手段が作用し
ている可能性がある。 
上記をふまえ、今後の政策論議においては、
各アクターが見解の導出に用いる事項を共
有することで論議をより深めることができ
ると考えられる。また、アクターの手段が変
化することで、合理的見解の変化が促され、
一部の見解対立の解消につながる可能性が
あると考えられる。 
 
(4)持続可能な都市圏形成のための地域計画 
①大都市圏における計画手段 
 大都市圏における逆都市化に対応した計
画手段について研究するため、一千万人以上
の大都市圏全体として世界で最も早く長期
的な人口減少が予測されている関西圏を対
象に、ケーススタディを行った。 
 兵庫県川西市の郊外住宅団地は、昭和 40
～50 年代に開発され、郊外化の受け皿となっ
て人口が急増した。これに対し当時の川西市
は無秩序な市街化の抑制を試み、日本で初め
て昭和 42 年に宅地開発指導要綱を策定して
最低敷地面積などを設定するとともに、地区
計画の策定を奨励し良好な住宅地の保全を
促した。結果として、郊外住宅団地の多くで
小さな住宅や共同住宅の建設が規制された。
地区計画による法的規制がない地区でも、非
法定の地区協定が定められ、結果として高質
で良好ではあるがハイスペックの住宅が画
一的に開発されることとなった。 
 入居がほぼ完了してから 30～40年がたち、
現在こうした郊外住宅団地は、比較的交通の
便がよいにも関わらず逆都市化（人口減少・
高齢化）が激しく起こることとなった。とり
わけ共同住宅を認めない規制は、ハイスペッ
クな住宅を購入するだけの資力がない若者
層の流入を妨げた。逆都市化が、現在も団地
に住んでいる住民に、将来の生活や地域社会
についての強い懸念を抱かせている。 
 研究では、地区計画などで規制が厳しく設
定された郊外住宅団地地区と、同じ地理的条

件で規制がそれほど強くない既成市街地・旧
集落の人口動態や建築状況の遷移を追うこ
とで、上記のように人口増加局面での良好な
住宅地の創出に有効だった計画手段が、逆都
市化局面でむしろ若年層の流入抑制による
高齢化という問題を引き起こしていること
を明らかにした。 
さらに団地での勉強会の開催やアンケー

ト調査によって、地区計画や地区協定を改変
し、これまでの良好な状況を守りつつ、若年
層の流入を促進する計画手段のあり方につ
いて明らかにした。具体的には、良好な住宅
地を失うことを恐れる住民の懸念の大部分
が、規制内容（最低敷地や共同住宅など）と
は実際には別のところにあり、高さや景観な
どに引き続き配慮しながら規制内容を緩め
ることで、良好な住宅地の維持と若年層の流
入増加を両立できることがわかった。 
 他方、こうした逆都市化に対するミクロ的
な計画手段と相互に関連するマクロ計画・マ
スタープランのあり方については、具体事例
がないため今後の検討課題となった。たとえ
ば川西市は、７市１町合同の「阪神間都市計
画区域マスタープラン」に含まれているもの
の、前述のようなミクロ的対応にいて、区域
マスタープランの策定主体である県はほと
んど関係がない。 
 大都市圏は、全体としての人口増加が見込
まれるものの、自治体間競争の結果、将来の
人口増加が引き続き見込める自治体もある
ため、広域的な調整や協調は、地方都市圏よ
りもむしろ難しいと考えられる。 
②地方都市圏における実践的地域計画提案 
 日本の国土政策、地域開発は、国土を均質
で効率的な空間に整備することを目指して
きた面があるが、上述したように、地域の特
性や抱える課題は多様である。そこで、持続
可能性の概念の拡張も考慮し、新たな地域計
画の提案として、エコ・カルチュラル・ネッ
トワーク、生活サービス・ネットワーク、地
域イノベーション・ネットワークの 3つのネ
ットワークが重層的に重なり合う空間とし
て地域を捉える考え方のもとで、出雲圏、水
戸常磐圏を対象とした広域ビジョンの提案
を行う実践的研究を行った。 
 出雲圏広域ビジョン研究では、出雲大社か
ら大山に至る“出雲圏”を一体的な自立地域
圏として捉え、歴史・神話に彩られた独特の
風土や、都市の中に自然がある固有のランド
スケープで感性を刺激された人たちを惹き
つけ、定住し起業しやすい環境を生み出すた
めの仕組みを提案した。提案にあたっては、
米子高専、島根大学の研究者・学生との合同
ワークショップを行い、地元の行政やまちづ
くり団体、商工会関係者に対する発表会・意
見交換会を実施した。 
 水戸常磐圏は、研究期間中に発生した東日



 

 

本大震災の被災地である。広域ビジョン研究
では、これまでの工業開発による地域開発が
行き詰ってきたという問題意識から、グリー
ン成長シナリオに基づいた復興ビジョンを
提案した。地域イノベーションの観点からは、
日立グループの研究所や東海村の研究所の
機能を活かした再生エネルギーやスマート
シティなど研究開発型のグリーンものづく
りへの取り組み、研究機関と高等教育機関と
の連携の観点から担い手を育てる（人材育
成）ことの重要性を指摘した。エコ・カルチ
ュラルの観点からは、那珂川、久慈川、山間
部の豊かな自然環境と、これらの自然が生ん
だ伝統文化を「体験」する場を広域的に編み
出していくことを提起した。さらに、水戸城
下町の歴史文化を生かした観光、笠間焼など
の工芸、音楽・演劇・芸術などの若手研鑽の
場としての地域の魅力創出も重要である。 
 これらの空間コンセプトのもとで、ゲート
ウェイ・シティである水戸市中心部を対象に、
都市空間と IT 技術を融合した「スマート・
クリエイティブ・シティ」とその実現のシス
テムを提案した。その成果は水戸市関係者に
発表し意見交換を行うとともに、みと学生ま
ちづくりプランコンペ 2013 に出展し、最優
秀賞を受賞した。 
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